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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期

会計期間

自　令和５年
　　４月１日
至　令和５年
　　９月30日

自　令和６年
　　４月１日
至　令和６年
　　９月30日

自　令和７年
　　４月１日
至　令和７年
　　９月30日

自　令和５年
　　４月１日
至　令和６年
　　３月31日

自　令和６年
　　４月１日
至　令和７年
　　３月31日

売上高 (百万円) 2,233 2,267 2,309 4,535 4,562

経常利益 (百万円) 1,138 1,178 1,193 2,194 2,243

中間(当期)純利益 (百万円) 720 820 919 1,435 1,511

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 413 413 413 413 413

発行済株式総数 (株) 827,988 827,988 827,988 827,988 827,988

純資産額 (百万円) 53,452 55,104 56,824 54,831 55,794

総資産額 (百万円) 53,989 55,929 57,835 55,631 56,528

１株当たり純資産額 (円) 64,556.67 66,552.08 68,629.39 66,222.24 67,385.28

１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 870.66 990.46 1,110.94 1,734.03 1,825.50

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 500.0 550.0

自己資本比率 (％) 99.0 98.5 98.3 98.6 98.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,258 1,313 1,195 2,553 2,561

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,044 △2,670 1,159 △653 △3,660

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △412 △412 △453 △412 △412

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) 3,521 349 2,507 2,118 605

従業員数 (名) 26 26 26 27 26
 

 

(注) １　当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については、記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。なお、当社には関係会社

(親会社、子会社、関連会社及びその他の関係会社)はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

令和７年９月30日現在の従業員数26名であります。なお、従業員数は、就業人員であります。

当社は、競馬場施設賃貸事業及びその付随事業の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員数は記載し

ておりません。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成しておりません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針、経営環境並びに当社の事業上及び財務上の優先的に対処す

べき課題について、重要な変更はありません。

また、新たに定めた経営方針、経営環境並びに新たに生じた事業上及び財務上の優先的に対処すべき課題はありま

せん。

 
２ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリス

クの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、重要な変更はありません。

 
３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当中間会計期間における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下、「経営成績等」という。)の状

況の概要並びに経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりであり

ます。

 
(1) 経営成績

当中間会計期間におけるわが国の経済は、雇用や所得環境の改善、インバウンド需要の増加等もあり、景気は緩

やかな回復基調が続きましたが、一方で、長引く物価高や米国の関税政策動向等の影響により、依然として先行き

は不透明な状況にあります。

このような状況下におきまして、当社といたしましては、当地域の競馬ファンの期待に応えるとともに、新たな

競馬ファンの拡大を図るため、日本中央競馬会と協力し、各種イベントやＰＲ活動を実施したほか、施設の整備、

改良を行ってまいりました。

また、自然災害などをはじめとする不測の事態にも的確に対応できるよう、資金の内部留保を充実させるととも

に、諸経費の削減なども進め、株主の皆様方に安心していただけるよう、業績の向上と安定的な経営に努めてまい

りました。

　この結果、当中間会計期間の売上高は、2,309百万円と前年同期に比べ42百万円(1.9％)の増収、営業利益は

1,026百万円と前年同期に比べ32百万円(3.1％)の減益、経常利益は1,193百万円と前年同期に比べ14百万円(1.2％)

の増益、中間純利益は919百万円と前年同期に比べ99百万円(12.2％)の増益となりました。

 

当社は、競馬場施設賃貸事業及びその付随事業の単一セグメントであるため、事業の種類別の売上高を示します

と、次のとおりであります。

　競馬場施設賃貸事業は、2,213百万円と前年同期(2,178百万円)に比べ34百万円の増収、駐車場事業は、66百万円

と前年同期(75百万円)に比べ9百万円の減収となりました。

　また、その他の事業は30百万円と前年同期(13百万円)に比べ16百万円の増収となりました。
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(2) 財政状態

当中間会計期間の資産額は、57,835百万円と前事業年度に比べ1,307百万円(2.3％)の増加となりました。これは

主に、投資有価証券の取得によるものであります。

また、繰延税金負債の増加等により、負債額は1,011百万円と前事業年度に比べ277百万円(37.7％)の増加となり

ました。純資産額は、別途積立金の増加等により、56,824百万円と、前事業年度に比べ1,030百万円(1.8％)の増加

となりました。

当中間会計期間の財政状態は無借金経営状態が続き、自己資本比率も98.3％と、財務体質は依然強固でありま

す。

今後も将来に備えて、引き続き内部留保に努めて資金量を増やし、リスクを回避しながら資金運用効率を高め

て、より一層の自己資本の充実強化に努めてまいりたいと考えております。

 
(3) キャッシュ・フロー

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前年同期に比べ2,158百万円増加し、2,507百万円とな

りました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは1,195百万円(前年同期は1,313百万円)の収入となりました。これは主に、

税引前中間純利益1,321百万円(前年同期は1,186百万円)、減価償却費476百万円(前年同期は438百万円)、法人税等

の支払額349百万円(前年同期は287百万円)によるものであります。

 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは1,159百万円の収入(前年同期は2,670百万円の支出)となりました。これは

主に、定期預金の預入による支出9,500百万円(前年同期は4,500百万円)、定期預金の払戻による収入12,300百万円

(前年同期は3,400百万円)、有形固定資産の取得による支出1,254百万円(前年同期は168百万円)、有形固定資産の

除却による支出66百万円(前年同期は14百万円)、有価証券及び投資有価証券の取得による支出2,200百万円(前年同

期は5,300百万円)、有価証券及び投資有価証券の売却及び払戻による収入1,881百万円(前年同期は1,207百万円)に

よるものであります。

 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは453百万円(前年同期は412百万円)の支出となりました。これは配当金の支

払額453百万円(前年同期は412百万円)によるものであります。

 

　当社の資本の財源及び資金の流動性については、主として営業活動により得られた資金により賄っており、主な

資金需要は運転資金及び設備投資資金であります。

　また、当社は、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としており、運転資金

は自己資金を基本としております。

　なお、設備投資の概要及び重要な設備の新設に関する計画につきましては、「第３　設備の状況」に記載のとお

りであります。

 
(4) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更はありません。
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(5) 生産、受注及び販売の実績

① 生産実績

該当事項はありません。

 

② 受注実績

該当事項はありません。

 

③ 販売実績

当社は、競馬場施設賃貸事業及びその付随事業の単一セグメントであるため、当中間会計期間の販売実績を事

業の種類別に示すと、次のとおりであります。

 

事業の種類
当中間会計期間

(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

前年同期比(％)

競馬場施設賃貸事業 (百万円) 2,213 101.6

駐車場事業 (百万円) 66 88.0

その他の事業 (百万円) 30 226.7

合計 2,309 101.9
 

 
(注) 　前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。

相手先

前中間会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

当中間会計期間
(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

日本中央競馬会 2,177 96.0 2,212 95.8
 

 
４ 【重要な契約等】

当中間会計期間において、重要な契約等の締結、変更及び解約はありません。

 

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

前事業年度末において、計画した重要な設備の新設等はありません。

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

前事業年度末において、計画した重要な設備の除却等はありません。

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,100,000

計 1,100,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(令和７年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(令和７年12月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 827,988 827,988
非上場
非登録

単元株制度を採用しておりま
せん。

計 827,988 827,988 ─ ─
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

(ライツプランの内容)

該当事項はありません。

 

(その他の新株予約権等の状況)

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

令和７年４月１日～
令和７年９月30日

─ 827,988 ─ 413 ─ ─
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(5) 【大株主の状況】

令和７年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

愛知県 名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 229 27.8

名古屋市 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 78 9.5

名古屋鉄道㈱ 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号 70 8.6

一宮市 一宮市本町二丁目５番６号 43 5.2

㈱名古屋銀行 名古屋市中区錦三丁目１９番１７号 41 5.0

豊橋市 豊橋市今橋町１番地 34 4.2

岡崎市 岡崎市十王町二丁目９番地 34 4.2

碧南市 碧南市松本町２８番地 17 2.1

村松典幸 名古屋市中区 9 1.1

㈱丸榮 名古屋市中区栄三丁目３番１号 9 1.1

計 ― 568 68.7
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

令和７年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 827,988
 

827,988
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 827,988 ― ―

総株主の議決権 ― 827,988 ―
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、名義人以外から株券喪失登録のある株式が448株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、名義人以外から株券喪失登録のある株式に係る議決権の数448個が含まれておりま

す。

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第４編の規定により第２種中間財務諸表を作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(令和７年４月１日から令和７年９月30

日まで)の中間財務諸表について、かがやき監査法人による中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和７年３月31日)
当中間会計期間
(令和７年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,705,803 6,807,787

  有価証券 800,000 1,197,840

  その他 90,853 253,523

  流動資産合計 8,596,656 8,259,151

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 6,457,921 6,360,955

   構築物（純額） 4,105,442 4,749,401

   機械及び装置（純額） 71,993 235,207

   土地 4,227,010 4,227,010

   建設仮勘定 115,043 178,202

   その他 200,272 203,693

   有形固定資産合計 ＊1  15,177,684 ＊1  15,954,471

  無形固定資産 56,782 54,907

  投資その他の資産   

   投資有価証券 32,573,033 33,430,878

   その他 141,273 153,172

   貸倒引当金 △17,100 △17,100

   投資その他の資産合計 32,697,206 33,566,950

  固定資産合計 47,931,674 49,576,329

 資産合計 56,528,330 57,835,480

負債の部   

 流動負債   

  未払金 48,657 68,218

  未払法人税等 353,378 367,756

  賞与引当金 16,758 32,044

  役員賞与引当金 24,760 ―

  その他 ＊2  69,019 ＊2  23,778

  流動負債合計 512,572 491,797

 固定負債   

  繰延税金負債 221,554 519,367

  固定負債合計 221,554 519,367

 負債合計 734,126 1,011,164
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和７年３月31日)
当中間会計期間
(令和７年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 413,994 413,994

  利益剰余金   

   利益準備金 103,498 103,498

   その他利益剰余金   

    配当準備積立金 85,000 85,000

    別途積立金 51,120,000 52,120,000

    繰越利益剰余金 3,479,733 2,944,187

   利益剰余金合計 54,788,232 55,252,685

  株主資本合計 55,202,226 55,666,679

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 591,977 1,157,636

  評価・換算差額等合計 591,977 1,157,636

 純資産合計 55,794,203 56,824,316

負債純資産合計 56,528,330 57,835,480
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② 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 令和６年４月１日
　至 令和６年９月30日)

当中間会計期間
(自 令和７年４月１日
　至 令和７年９月30日)

売上高 2,267,701 2,309,952

売上原価 974,220 1,038,486

売上総利益 1,293,481 1,271,465

一般管理費 234,684 245,181

営業利益 1,058,797 1,026,283

営業外収益 ＊1  123,513 ＊1  170,354

営業外費用 3,484 3,289

経常利益 1,178,826 1,193,348

特別利益 117,908 353,588

特別損失 110,212 225,620

税引前中間純利益 1,186,521 1,321,316

法人税、住民税及び事業税 350,202 363,778

法人税等調整額 16,228 37,691

法人税等合計 366,430 401,470

中間純利益 820,091 919,846
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

 前中間会計期間(自 令和６年４月１日 至 令和６年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
配当準備積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 413,994 103,498 85,000 50,120,000 3,382,228 53,690,726

当中間期変動額       

別途積立金の積立    1,000,000 △1,000,000 ―

剰余金の配当     △413,994 △413,994

中間純利益     820,091 820,091

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

      

当中間期変動額合計 ― ― ― 1,000,000 △593,902 406,097

当中間期末残高 413,994 103,498 85,000 51,120,000 2,788,325 54,096,824
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 54,104,720 726,502 726,502 54,831,223

当中間期変動額     

別途積立金の積立 ―   ―

剰余金の配当 △413,994   △413,994

中間純利益 820,091   820,091

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

 △132,994 △132,994 △132,994

当中間期変動額合計 406,097 △132,994 △132,994 273,102

当中間期末残高 54,510,818 593,507 593,507 55,104,325
 

EDINET提出書類

名古屋競馬株式会社(E04604)

半期報告書

15/32



 

 当中間会計期間(自 令和７年４月１日 至 令和７年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
配当準備積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 413,994 103,498 85,000 51,120,000 3,479,733 54,788,232

当中間期変動額       

別途積立金の積立    1,000,000 △1,000,000 ―

剰余金の配当     △455,393 △455,393

中間純利益     919,846 919,846

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

      

当中間期変動額合計 ― ― ― 1,000,000 △535,546 464,453

当中間期末残高 413,994 103,498 85,000 52,120,000 2,944,187 55,252,685
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 55,202,226 591,977 591,977 55,794,203

当中間期変動額     

別途積立金の積立 ―   ―

剰余金の配当 △455,393   △455,393

中間純利益 919,846   919,846

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

 565,659 565,659 565,659

当中間期変動額合計 464,453 565,659 565,659 1,030,112

当中間期末残高 55,666,679 1,157,636 1,157,636 56,824,316
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 令和６年４月１日
　至 令和６年９月30日)

当中間会計期間
(自 令和７年４月１日
　至 令和７年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 1,186,521 1,321,316

 減価償却費 438,799 476,680

 賞与引当金の増減額（△は減少） 15,687 15,286

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △24,600 △24,760

 前払年金費用の増減額（△は増加） △8,346 △16,575

 受取利息及び受取配当金 △105,472 △150,973

 有形固定資産除売却損益（△は益） 68,072 75,906

 有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △36,419 △110,774

 未払消費税等の増減額（△は減少） 49,541 △44,543

 未収消費税等の増減額（△は増加） ― △43,659

 その他 △74,051 △98,319

 小計 1,509,733 1,399,583

 利息及び配当金の受取額 91,679 145,742

 法人税等の支払額 △287,776 △349,977

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,313,636 1,195,348

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △4,500,000 △9,500,000

 定期預金の払戻による収入 3,400,000 12,300,000

 長期預金の払戻による収入 2,200,000 ―

 有形固定資産の取得による支出 △168,237 △1,254,573

 無形固定資産の取得による支出 ― △1,030

 有形固定資産の除却による支出 △14,473 △66,291

 有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △5,300,000 △2,200,000

 
有価証券及び投資有価証券の売却及び
払戻による収入

1,207,200 1,881,842

 有価証券の償還による収入 500,000 ―

 その他の収入 5,144 ―

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,670,366 1,159,947

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △412,429 △453,311

 財務活動によるキャッシュ・フロー △412,429 △453,311

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,769,159 1,901,984

現金及び現金同等物の期首残高 2,118,279 605,803

現金及び現金同等物の中間期末残高 ＊1  349,120 ＊1  2,507,787
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

 　　 償却原価法(定額法)

 ② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

　(2) 棚卸資産

　　　貯蔵品

　　　　移動平均法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産及び売電資産

　　有形固定資産(競走馬を除く)及び売電資産は、定率法を採用し、競走馬は定額法であります。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備は除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　建物　　　　　6～50年

　　　　　構築物　　　 3～60年

　　　　　機械及び装置　6～17年

　(2) 無形固定資産

　　定額法によっております。

ソフトウエア(自社利用分)については社内における利用可能期間(５年)による定額法を採用しております。

　(3) 長期前払費用

均等償却によっております。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しておりま

す。

　(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、当中間会計期間においては、合理的に見積もることが困難であるため、役員賞与引当金は計上しており

ません。

　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

ただし、年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過している場合は、超過額を前払年金費用として計上して

おります。

なお、退職給付引当金の対象従業員が300名未満であるため、簡便法によっており、退職給付債務の金額は中間

会計期間末自己都合要支給額としております。
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４　収益及び費用の計上基準

　(1) 競馬場施設賃貸事業

日本中央競馬会との競馬場施設賃貸借契約に基づき、毎期決定される賃貸料を契約期間に応じて収益認識して

おります。賃貸料は暦年期間で決定され、当該期間に設備の新設・除却等が発生した場合には、追加・減額賃貸

料等の精算を行っております。なお、この精算額は暦年期間で精算されるものの、収益認識は発生基準に基づき

行っております。

　(2) 駐車場事業

競馬場来場者用の駐車場利用料は、顧客の利用日に収益認識しております。月極駐車場の利用料は、個別の賃

貸借契約書に基づき、賃貸期間にて収益認識しております。

５　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

(中間貸借対照表関係)

　＊１　有形固定資産の減価償却累計額

 

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当中間会計期間
(令和７年９月30日)

有形固定資産の
減価償却累計額
 

 

22,928,731千円
 

 

23,183,588千円
 

 
 

 

　＊２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、流動資産の「その他」に含めて表示しております。
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(中間損益計算書関係)

＊１　営業外収益の主要項目

 
前中間会計期間

(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

当中間会計期間
(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

受取利息

有価証券利息

受取配当金
 

 

3,028千円

53,566千円

48,876千円
 

 

19,271千円

88,802千円

42,900千円
 

 
 

 

２　減価償却実施額

 
前中間会計期間

(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

当中間会計期間
(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

有形固定資産

無形固定資産

売電資産
 

 

433,273千円

2,816千円

2,658千円
 

 

471,223千円

2,904千円

2,503千円
 

 
 

 

(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間 (自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 827,988 ― ― 827,988
 

 

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

令和６年６月18日
定時株主総会

普通株式 413,994 500 令和６年３月31日 令和６年６月19日
 

 

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

        該当事項はありません。

 
当中間会計期間 (自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 827,988 ― ― 827,988
 

 

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

令和７年６月24日
定時株主総会

普通株式 455,393 550 令和７年３月31日 令和７年６月25日
 

 

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

        該当事項はありません。
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

＊１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

当中間会計期間
(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

現金及び預金

預入期間が３ヶ月を超える定期預金
 

 

8,749,120千円

△8,400,000千円
 

 

6,807,787千円

△4,300,000千円
 

 

現金及び現金同等物
 

 

349,120千円
 

 

2,507,787千円
 

 

 

 

(金融商品関係)

１　金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額(貸借対照表計上額)、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

市場価格のない株式等については、次表には含めておりません((注)参照)。また、「現金及び預金」については、

現金であること、及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略

しております。

 

前事業年度(令和７年３月31日)

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

有価証券及び投資有価証券    

　①　満期保有目的の債券 23,062,550 22,142,530 △920,020

　②　その他有価証券 10,305,483 10,305,483 ―

資産計 33,368,033 32,448,013 △920,020
 

 
(注)　市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表

計上額は、次のとおりであります。

 (単位：千円)

区分 前事業年度(令和７年３月31日)

非上場株式 5,000
 

 
当中間会計期間(令和７年９月30日)

 
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

有価証券及び投資有価証券    

　①　満期保有目的の債券 25,263,523 24,227,852 △1,035,670

　②　その他有価証券 9,360,195 9,360,195 ―

資産計 34,623,718 33,588,047 △1,035,670
 

 
(注)　市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の中間貸借対

照表計上額は、次のとおりであります。

 (単位：千円)

区分 当中間会計期間(令和７年９月30日)

非上場株式 5,000
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２　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算　定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1) 時価で中間貸借対照表(貸借対照表)に計上している金融商品

　　前事業年度(令和７年３月31日)

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 2,583,027 ― ― 2,583,027

　　地方債 ― 396,160 ― 396,160

　　社債 ― 194,120 ― 194,120

　　その他 6,206,193 925,982 ― 7,132,175

資産計 8,789,221 1,516,262 ― 10,305,483
 

 
　　当中間会計期間(令和７年９月30日)

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 3,096,910 ― ― 3,096,910

　　地方債 ― 397,840 ― 397,840

　　社債 ― 195,300 ― 195,300

　　その他 4,980,791 689,353 ― 5,670,144

資産計 8,077,702 1,282,493 ― 9,360,195
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(2) 時価で中間貸借対照表(貸借対照表)に計上している金融商品以外の金融商品

　　前事業年度(令和７年３月31日)

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　国債・地方債 ― 15,535,254 ― 15,535,254

　　社債 ― 6,607,275 ― 6,607,275

資産計 ― 22,142,530 ― 22,142,530
 

 

　　当中間会計期間(令和７年９月30日)

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　国債・地方債 ― 16,923,505 ― 16,923,505

　　社債 ― 7,304,347 ― 7,304,347

資産計 ― 24,227,852 ― 24,227,852
 

 

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 
有価証券及び投資有価証券

活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類しております。主に株式、

公募投資信託がこれに含まれます。公表された相場価格を用いたとしても市場が活発でない場合にはレベル２

の時価に分類しております。主に国債、地方債、社債、私募投資信託がこれに含まれます。
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(有価証券関係)

１　満期保有目的の債券

前事業年度(令和７年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 481,079 484,912 3,832

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 22,581,470 21,657,617 △923,852

合計 23,062,550 22,142,530 △920,020
 

 

当中間会計期間(令和７年９月30日)

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

時価が中間貸借対照表計上額を超えるもの ― ― ―

時価が中間貸借対照表計上額を超えないもの 25,263,523 24,227,852 △1,035,670

合計 25,263,523 24,227,852 △1,035,670
 

 

２　その他有価証券

前事業年度(令和７年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

　①　株式 2,583,027 908,222 1,674,805

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 1,043,198 859,436 183,761

小計 3,626,225 1,767,658 1,858,566

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

　①　株式 ― ― ―

　②　債券 590,280 600,000 △9,720

　③　その他 6,088,977 7,073,623 △984,646

小計 6,679,257 7,673,623 △994,366

合計 10,305,483 9,441,282 864,200
 

(注)　非上場株式(貸借対照表計上額5,000千円)については、市場価格のない株式等であることから、上表の「その他

有価証券」には含めておりません。
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当中間会計期間(令和７年９月30日)

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

中間貸借対照表計上額が取得原価を超えるも
の

   

　①　株式 3,096,910 861,189 2,235,720

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 2,026,300 1,867,002 159,298

小計 5,123,210 2,728,191 2,395,018

中間貸借対照表計上額が取得原価を超えない
もの

   

　①　株式 ― ― ―

　②　債券 593,140 600,000 △6,860

　③　その他 3,643,844 4,342,022 △698,178

小計 4,236,984 4,942,022 △705,038

合計 9,360,195 7,670,214 1,689,980
 

(注)　非上場株式(中間貸借対照表計上額5,000千円)については、市場価格のない株式等であることから、上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。

 

３　売却したその他有価証券

　　前事業年度(自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日)

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

その他 1,429,506 78,558 140,825

合計 1,429,506 78,558 140,825
 

 
　　当中間会計期間(自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日)

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 238,000 190,967 ―

その他 1,607,243 69,520 149,713

合計 1,845,243 260,487 149,713
 

 
 
４　減損処理を行った有価証券

　(1) 前事業年度における減損処理はありません。

　(2) 当中間会計期間における減損処理はありません。

　(3) 時価のあるその他有価証券について、次の判断基準に基づき減損処理を行うこととしております。

① 個々の銘柄について時価の下落率が50％以上の場合は、合理的な反証がない限り、時価が著しく下落していると

判断し、減損処理を行うこととしております。

② 個々の銘柄について時価の下落率が30％以上50％未満の場合は、次の三要件のいずれかに該当する銘柄を時価が

著しく下落しており、かつ回復可能性がないと判断し、減損処理を行うこととしております。

ａ 当該銘柄について、過去２年間にわたり下落率が30％以上50％未満の状態になっている場合。

ｂ 当該銘柄の発行会社が債務超過の場合。

ｃ 当該銘柄の発行会社が２期連続で損失を計上し、翌期も損失の計上が予想される場合。
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(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額(貸借対照表計上額)、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

(単位：千円)
 前事業年度

(自 令和６年４月１日
至 令和７年３月31日)

当中間会計期間
(自 令和７年４月１日
至 令和７年９月30日)

中間貸借対照表計上額

(貸借対照表計上額)

期首残高 14,931,003 14,551,486

期中増減額 △379,516 551,904

中間期末
(期末)残高

14,551,486 15,103,391

中間期末(期末)時価 51,640,000 52,360,000
 

(注) １　中間貸借対照表計上額(貸借対照表計上額)は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　期中増減額のうち、前事業年度の主な増加は、ぱかぱかぱーく遊具上屋他取得(258,671千円)であり、減少

は、減価償却費(791,862千円)であります。

当中間会計期間の主な増加は、馬場照明設備他取得(960,265千円)であり、減少は、減価償却費(412,761千

円)であります。

３　中間期末(期末)の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいた金額であります。

 

 
(収益認識関係)

収益認識に関する会計基準等の対象となる収益に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、競馬場施設賃貸事業及びその付随事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

【関連情報】

前中間会計期間 (自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日)

１.製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 
２.地域ごとの情報

　(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

３.主要な顧客ごとの情報

　　(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本中央競馬会 2,177,978 競馬場施設賃貸事業
 

　

当中間会計期間 (自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日)

１.製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 
２.地域ごとの情報

　(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

３.主要な顧客ごとの情報

　　(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本中央競馬会 2,212,532 競馬場施設賃貸事業
 

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

名古屋競馬株式会社(E04604)

半期報告書

27/32



 

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 

項　目
前事業年度

(令和７年３月31日)
当中間会計期間
(令和７年９月30日)

(1) １株当たり純資産額 67,385.28円 68,629.39円

 (算定上の基礎)   

純資産の部の合計額(千円) 55,794,203 56,824,316

普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額  
(千円)

55,794,203 56,824,316

普通株式の発行済株式数(株) 827,988 827,988

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期
末(期末)の普通株式の数(株)

827,988 827,988
 

 

項　目
前中間会計期間

(自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日)

当中間会計期間
(自　令和７年４月１日
至　令和７年９月30日)

(2) １株当たり中間純利益金額 990.46円 1,110.94円

 (算定上の基礎)   

中間純利益金額(千円) 820,091 919,846

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る中間純利益金額(千円) 820,091 919,846

普通株式の期中平均株式数(株) 827,988 827,988
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

当社は、令和７年12月10日開催の取締役会において、維持管理費等の削減を目的に保有する福利厚生施設を売却す

ることを決議いたしました。売却は、当事業年度末までの完了を予定しております。これにより当事業年度の損益に

与える影響額は、特別損失約96百万円を見込んでおります。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

 (1)
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第76期)

自　令和６年４月１日

至　令和７年３月31日
 

令和７年６月24日

東海財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
令和７年12月19日

名古屋競馬株式会社

取締役会　御中

かがやき監査法人

名古屋事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
公認会計士 稲垣　 靖  

指定社員

業務執行社員
公認会計士 林　　幹根  

 

　

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる名古屋競馬株式会社の令和７年４月１日から令和８年３月31日までの第77期事業年度の中間会計期間（令和７年４

月１日から令和７年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、名古屋競馬株式会社の令和７年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（令和７年４

月１日から令和７月９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

 
中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査

の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

 
中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に

又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断

される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省

略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
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の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連

する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎

となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行

う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　　上

 

（注）１ 　上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ 　XBRLデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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